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1．はじめに
　百貨店は，一部の耐久消費財を除いた多様な品揃えとサービス施設の特性により，消費生活全
般に対する自己完結的構造を有しており，総体的ライフ・スタイルの提示と消費者学習の場とし
ての機能の両立が可能なチャネル特性を有する。また，百貨店は，流通チャネルの機能が物的所
有権の移転を中心に行われることに比べ，実用的意味のみならず，それ自体が高い象徴的意味を
与える。
　一方，小売店という空間は，従業員と顧客がともにそれぞれの活動を展開する場であるところ
に大きな特徴がある。換言すれば，形式的には組織の外部者であるはずの消費者が，従業員とそ
の空間を共有するのである。また，小売店において，それぞれ（従業員と顧客）の活動が分離し
て展開されるのではなく，空間の共有から形成されるインタラクティブな関係がサービスの前提
になっているのである。しかしながら，「空間の共有」とそれから生じる「インタラクティブな
関係」の形成は，小売業態によってその度合いが異なる。
　これに対して，百貨店の場合，他の業態に比べ，相対的に「空間の共有を通したインタラクティ
ブな関係の構築」が容易になっており，その背後にはサービスの「非定型性」が存在する。顧客
とのインタラクティブな関係は，サービスの流れと再組織化に顧客の参加を意味するため，「潜
在的組織参加者」としての顧客の位置づけが可能になるのである。また，百貨店は，全体として
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の外延的イメージが重要な業態であり，それ自体がブランドとしての機能と意味を有しており，
消費者にとって「一体化（identification）の対象」になりうる。すなわち，顧客にとって百貨
店は「一体化の対象」になりうると同時に，逆に百貨店組織と従業員にとっては顧客が「潜在的
組織参加者」になりうるのである。このような観点は，組織活性化の議論と非常に似通ったもの
であり，組織の形式的な壁はあるものの，双方（百貨店と顧客）のコミュニケーションとコラボ
レーションの重要性を示すものでもある。しかし，顧客との「インタラクティブな関係」や「潜
在的組織参加者」としての顧客との関係が，必ずしも肯定的性格を有するとは限らない。また，
顧客の購買目的や状況が多岐にわたるほど，百貨店と顧客との関係や顧客類型も多様性を有する。
　本研究では，以上の問題認識に基づき，安藤（2000）の「潜在的組織参加者」の概念と高橋
（1993）の組織活性化の議論・1－IChart（ldentification－lndifference　Chart）を基礎にしながら，
百貨店と顧客との関係に関する議論を展開していくことにする。そこで，まず，百貨店の業態的
特性と百貨店における顧客の位置づけを論じ，安藤の「潜在的組織参加者」の概念を概説する。
次に，上記のLI　Chartの枠組みに基づき，一体化度指数と無関心度指数の二面から顧客を類型
化する「百貨店における顧客分類フレームワーク」を提案する。この提案フレームワークは，百
貨店における顧客を，①積極的ロイヤルティ顧客，②消極的ロイヤルティ顧客と慣性型購買顧客，
③非固定型顧客と衝動購買型顧客，④関与否定型顧客とクレーマー，に分類し，同類型の中でも
異なる位置づけの顧客が存在することを指摘するものである。さらに，これまで無関心度指数が
低い（能動的）であるほど，好ましく考えがちであった顧客の位置づけに関して，一体化度指数
が低い場合，かえってクレーマーを増加させる要因になることを示唆する。
2．現代消費社会における百貨店
　百貨店は，その登場が近代資本主義の発展にともなう都市の発展と大衆消費社会の成立，新た
なライフ・スタイル（life－style）の出現に起因しており，モノの単なる交換や消費の行われる
空間ではない。すなわち，従来のいちばや他の流通チャネルの機能が物的所有権の移転を中心に
行われることに比べ，百貨店は食料品から日常の雑貨・ファッション・耐久消費財（家具や家電
用品）まで総体的なライフ・スタイルを提示し，消費者にそれらの組合せに関する学習の場を提
供するのである。さらに，各種の文化イベント（展示会，ファッション・ショー，公演等）を頻
繁に開催し，単なる物的消費様式を越えるライフ・スタイルの形成を促す（Hutter　1987）。
　一方で，百貨店は，食料品から耐久消費財に至る品揃えの特性上，個人の消費活動に限定され
ず，家族単位の消費活動も包括する場として機能する。また，百貨店は，上で述べたように，実
用的意味のみならず，高い象徴的意味を与えるため，（消費者にとって必ずしもアクセスの利便
性が良好であるとは限らない）都市の中心部に位置する傾向が多い。すなわち，消費生活におけ
るその象徴性から都市の中心部に消費者を吸引するのである。
　さらに，百貨店は，総体的ライフ・スタイルのイメージを提示するため，（専門店を除いた）
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他の流通チャネルが有していない決定的な特性，すなわち消費生活全般に対する学習の場として
機能する。たとえば，男性・女性といった性別の差異，児童・未成年者・成人といった年齢の差
異，自己向けの消費か他人向け（たとえば，プレゼント）の消費かといった購買目的の差異，消
費ではない施設利用（文化関連イベントや百貨店内の美容室，メガネ屋等の利用）の目的別の差
異等，消費者の置かれた消費条件や利用状況の典型をディスプレーや広告・店員等を通して提示
し，上記例の個別的ライフ・スタイルのみならず，それらの総合的ライフ・スタイルに対する学
習の場を与えるのである。百貨店は，一部の耐久消費財（自動車がその例）を除いた多様な品揃
えとサービス施設の特性により，消費生活全般に対する自己完結的構造を有しており，総体的ラ
イフ・スタイルの提示と消費者学習の場としての機能の両立が可能なチャネル特性を有する。
　このような特性は，百貨店の主たる業態的特徴が複合売場展開にあることを示す。しかしなが
ら，総体的ライフ・スタイルの提示と（それにともなう）関連購買の効果・消費者ロイヤルティー
との関係は必ずしも正の相関にあるとは限らない。そこで，百貨店の果たす他の主たる機能，す
なわち消費者学習の場としての機能がより重要になる。その際，消費者学習のプロセスには，
（単なるディスプレーや広告を通した）一方的関係ではなく，インタラクティブな関係が中心的
役割を果たす必要性がある。なぜなら，関連購買の効果や顧客ロイヤルティーの向上は，次節で
記述する（百貨店ブランドに対する）関与度と一体化に大きく依存する問題であり，能動的消費
者を前提にするからである。そのような双方向的学習のプロセスはコミュニケーション過程でも
あり，特に重要な役割を果たす存在が従業員である。対面的接触が重要な百貨店において，従業
員の柔軟な対応。積極的な情報提供・丁寧で的確な販売話法・消費者の購買目的と状況を満たす
手段や代替案の提示等といった販売プロセスや販売誘導は，双方向的コミュニケーション過程を
必要にし，それら自体が高いサービス・レベルを示す。以上の議論により，品揃えの特性からみ
た売場構成の特徴を縦軸に設定し，双方向的コミュニケーションを包括するサービス・レベルの
高低を横軸に設定すれば，（他のチャネルを考慮した）百貨店の業態的特性の位置づけは以下の
図1のようになる。
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3．百貨店における顧客の位置づけ
　一般的に，小売店という空間は，従業員と顧客がともにそれぞれの活動を展開する場であると
ころに大きな特徴がある。換言すれば，形式的には組織の外部者であるはずの消費者が，従業員
とその空間を共有するのである。また，小売店において，それぞれ（従業員と顧客）の活動が分
離して展開されるのではなく，空間の共有から形成されるインタラクティブな関係がサービスの
前提になっているのである。しかしながら，「空間の共有」とそれから生じる「インタラクティ
ブな関係」の形成は，小売業態によってその度合いが異なる。後述するように，CVS（conven－
ience　store）・SM（super　market）・専門店において，そのサービスはモノを中心に組織化さ
れる傾向が強いため，サービスの定型化ωが行われやすい。したがって，顧客と空間を共有する
ものの，それぞれ（従業員と顧客）の活動は分離されて行われる場合が多く，非常に限定された
局面（たとえば，クレーム）を除き，インタラクティブな関係が形成されにくい。このような点
は，CVSとSMにとってもっとも顕著であり，「空間の共有」が必ずしも「インタラクティブな
関係の形成」の形成に結びつけるとは限らないことを示す。
　これに対して，百貨店の場合，他の業態に比べ，相対的に「空間の共有を通したインタラクティ
ブな関係」が形成されやすく，その背後にはサービスの「非定型性」が存在する。顧客とのイン
タラクティブな関係は，サービスの流れと再組織化に顧客の参加を意味するため，「潜在的組織
参加者」としての顧客の性格がより顕著なものになる。サービス特性の「定型性」と「非定型性」，
それらと「インタラクティブな関係の構築」との関係に関しては，以下で詳しく論じることにす
る。
　消費者が小売店を選択する基準は，たとえば価格・品揃え・店舗立地・店員の対応等，多岐に
わたる。その際の諸基準は，それぞれ分離され独立した代替案としての機能より，（購買目的と
の整合性を満足する範囲で）複数のことが同時に考慮される場合が多い。すなわち，小売店選択
において，購買目的と選択基準（要素）との関係は，一対一の対応関係より，一対多または多対
多の対応関係にある場合が多いのである。また，上で例示した諸基準は，相互間の結合によって
一つの範疇（category）や代替案として機能する場合が多く，特定小売店の外延的性質を形成
しそのイメージを消費者に与える。
　多様な小売業態の中，百貨店は，（既に2節で指摘したように）ライフ・スタイルに関する総
体的かつ象徴的イメージを与えるため，CVSやSMに比べ，特定の選択基準（価格・品揃え・
利便性等）より全体としての外延的イメージが重要な業態である。すなわち，百貨店は，それ自
体がブランドとしての機能と意味を有しており，消費者にとって「一体化（identification）の
（1）　サービスの定型化は，サービスの内容と流れが明確に定義され，従業員の役割や業務分担もその境界
　が明確であることを示す。したがって，サービスは（人的・物的サービスの包括的流れが）機械化・自
　動化・単純化され，上位の組織から「支援」より「コントロール」される特性を有することになる。
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対象」（Lovelock　1999）になりうるのである。
　一方で，小売店におけるサービスを，「人的資本（マネジャーと従業員）やその組織がモノと
空間をある条件の下で関係づけ，それに対する何らかの意味を（市場または消費者に）与えるあ
らゆる行為」としてとらえることが可能ではないかと思われる。すなわち，小売におけるサービ
スは，人的活動を媒介にし，有形性を有する構成要素（モノと空間②）に対して象徴的（無形的）
イメージかつその便益を与える諸プロセスとして理解されるのである。その際，象徴的イメージ
かつその便益が示す内容と抽象性の度合いは，小売業態によって異なる。百貨店の場合，上で述
べたように，CVSとSMに比べ，物的特性がもたらす便益より外延的特性が重要であるため，
その示す便益は他のチャネルより高い象徴性を有する。
　こうした差異は，サービスの「定型性」の度合いに起因する問題ではないかと思われる。
CVS・SMにおいて，サービスはモノを中心に組織化され，マニュアル化（定型化）される場合
が多い。また，サービスの定型化は，相対的に機能や構成が単純なモノ，あるいは連続購買のサ
イクルが短いモノ，商品それ自体や購買プロセスから得られる便益の象徴性・抽象性が低いモノ
（たとえば，日常雑貨や食料品）に適する。そのため，消費者の情報探索と知識獲得のプロセス
に（サービス提供者としての）小売店・従業員の媒介や，インタラクティブな関係の構築が行わ
れにくく，消費者はサービス生産とそのプロセスの客体として位置づけられやすい。換言すれば，
サービスの「定型性」は，顧客とサービス組織との関係の拡張可能性が低いことを意味する。
　これに対して，専門店においては，（情報探索と知識獲得のプロセスに）消費者と小売店や従
業員とのインタラクティブな関係が相対的に構築されやすく，CVSとSMに比べ，サービスの
「非定型化」が行われる。しかしながら，専門店においても（非常に限定された）モノを中心に
サービスが組織化されるため，換言すれば，小売店としての外延的イメージがサービス組織化の
中心的役割を果たさないため，後述する百貨店に比べれば，サービスは「定型的」である。また，
CVSとSMは，そのサービスがモノを中心に組織化される傾向が強いため，消費者にとって一
体化の対象になりにくい。
　百貨店の多様な品揃えと施設といった特性上，顧客の消費目的は多岐にわたり，その特定化が
困難である局面も多い。さらに，購買プロセスにおいて，モノの単なる消費様式をこえる外延的・
象徴的イメージが全体として重要な機能を果たすため，百貨店のサービスは「非定型的」性質を
有する。こうしたサービスの「非定型性」は，（購買プロセスや情報獲得プロセスにおける）顧
客と従業員との個別的相互作用（インタラクティブな関係）を必要とするとともに，それを促進
する。従業員とその組織からみると，顧客とのインタラクティブな関係は，サービスの流れと再
組織化に顧客が参加することを意味する。すなわち，「潜在的組織参加者」としての顧客の位置
づけがより顕著になるのである。また，専門店に比べ，図1のフレームワークで示したように，
百貨店は複合売場という特性を有しており，こういった点から，同一空間内の滞在時間とコミュ
（2）　一般的に，小売の空間は有形的空間（現実の売場）と無形的空間（e－businessにおいての仮想売場）
　　に分けられる。しかし，本研究では，前者に限定して議論を進めることにする。
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ニケーションの回数を増加させ，潜在的「組織参加者」としての性格をより強化することになる。
　以上のように，顧客にとって百貨店は「一体化の対象」になりうると同時に，逆に百貨店組織
と従業員にとっては顧客が「潜在的組織参加者」になりうることがわかる。このような観点は，
組織活性化の議論と非常に似通ったものであり，組織の形式的な壁はあるものの，双方（百貨店
と顧客）のコミュニケーションとコラボレーションの重要性を示すものでもある。しかし，顧客
との「インタラクティブな関係」や「潜在的組織参加者」としての顧客が，必ずしも肯定的性格
を有するとは限らない。また，顧客の購買目的や状況が多岐にわたるほど，百貨店と顧客との関
係や顧客類型も多様性を有する。これに関しては，6節で「百貨店における顧客分類フレームワー
ク」を通して詳しく論じることにする。次節以降では，「潜在的組織参加者」の概念をより一般
的な観点から概観し，高橋（1993）の1－IChart（ldentification・Indifference　Chart）に基づき，
上で述べた本研究のフレームワークを提示していくことにする。
4．潜在的組織参加者の概念
　安藤（2000）はCS（Customer　Satisfaction）の視点に基づき，「潜在的な組織参加者」の概
念を提示している。これは，企業にとってCSと従業員満足の両者を実現するためのアプローチ
は非常に似通っているとするものである。企業の「外」と「内」という違いこそあれ，企業が従
業員に満足を与えることによって離職率や欠勤率の改善が進むのと同様に，顧客に対して満足を
与えれば顧客はその企業の製品・サービスを購入するというかたちで組織に参加し続けることに
なるため，組織参加という観点からみれば両者は同じ発想に基づく概念なのである。このような
安藤の視点は「潜在的な組織参加者」の概念のみならず，企業と顧客との双方向性やCS，　CRM
（Customer　Relationship　Management）といった顧客重視の視点に通じるものである。
　また，安藤は，「CSの向上は企業に好循環をもたらす」としている。まず，　CSが高ければ，
その製品・サービスをさらに継続して購入しようとする顧客，「リピーター」が誕生する。その
評判の高さを聞きつけ，これに追随する新たな顧客を開拓できるのである。その結果，CSの向
上に努めた企業は市場での競争優位性，収益力が高まる。その結果，企業は品質改善や新製品開
発に向けたいっそうの工夫・努力を行う余力が生じることになる。そして，この新たな努力がも
たらす新たな結果として，さらなるCSを獲得することになる。このような顧客と企業との好循
環が相互にめざすものと考えることができる。
　さらに，山下（2002）は，「潜在的組織参加者」の概念が，これまで顧客を組織の外部者とし
て認識してきた多くの企業に対して，発想の転換を要求し，下記のような示唆を与えることを指
摘している。
①「潜在的」であるにしろ組織参加者である以上，顧客とのコミュニケーション，コラボレー
　ションが大切である。
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②しかしながら，空間的には組織の「外」に位置するため，顧客とのコミュニケーション，
　コラボレーションには，インターネットを中心としたITの活用が条件となる。
③顧客とのコミュニケーションから得られる情報は，CSを目指して積極的に活用すべきで
　ある。
④そのためには，組織全体でこの情報を共有化し，顧客のニーズに対してアジルに対応して
　いく必要がある。
⑤以上のように，出来る限り多くの顧客をリピーター化し，「潜在的」以上の組織参加者と
　して，組織の内部に取り組むことが求められる。
　以上のように，顧客を「潜在的組織参加者」としてとらえ，企業の内部に位置づける視点は，
特に「非定型的」サービス生産やプロセスの特性を有する小売店にとって，非常に重要なことで
ある。しかも，サービスの「定型性」を有する業態においても，顧客とのインタラクティブな関
係の志向は，サービスの改善や革新に非常に重要な観点であろう。
5．組織活性化と1－IChart
　高橋（1993）は，「組織活性化」というあいまいな問題に対して，Barnardの組織成立の必要
十分条件，すなわち，
　（1）相互に意思を伝達できる人々がおり，
　②　それらの人々は行為を貢献しようとする意欲をもって
　（3）共通目的の達成を目指すときに成立する
という条件を満足するような組織の状態を活性化された組織と認識し，活性化された組織を，組
織メンバーが，
　①相互に意思を伝達し合いながら
　②組織と共有している目的・価値を
　③能動的に実現していこうとする
状態として定義している。さらに，高橋は②と③の条件に注目し，②の組織と目的・価値を共有
している程度を表すものとして「一体化度指数」（Identification　Index）を，③の能動的に思考
している程度を表すものとして「無関心度指数」（lndifference　Index）を設定している。また，
それらを2軸にとり，組織を構成するメンバーの特性を図2に示す1－IChart（Identification・
Indifference　Chart）上で記述している。
　図2において，活性化された組織は無関心度指数が低く一体化度指数が高い，タイプ3のメン
バーが多い組織であり，タイプ1は組織の命令に忠実であるが，あまり自分から能動的に行動し
ようとしない。また，タイプ2は目的・価値の点では組織と一線を画しているが，行動の点では
命令に従う公務員タイプである。さらに，タイプ4は組織的な行動を期待できないタイプであり，
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　　　　　ヒエラルキー・コントロールの組織のみこのタイプに適する。また，一体化度指数が
高いタイプは計画機能を権限委譲することが可能であり，低いタイプは局所最適化の行動を取り
やすいため，権限委譲を行うことが困難である。
6．百貨店における消費者分類フレームワーク
　本研究では，2節と3節で論じた百貨店の業態的・サービス特性をふまえ，さらに4節の安藤
（2000）の「潜在的組織参加者」の概念と高橋（1993）の1－IChartに基づき，図3のような
「百貨店における顧客分類フレームワーク」を提案する。このフレームワークは，特に3節で指
摘したように，顧客にとって百貨店は「一体化の対象」になりうると同時に，逆に百貨店組織と
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従業員にとっては顧客が「潜在的組織参加者」になりうることをふまえ，さらに百貨店と顧客と
の関係や顧客類型の多様性を考慮し，高橋の組織活性化と1－IChartの枠組みにしたがって顧客
を分類するものである。また，高橋の議論と同様に，「無関心度」は，商品やサービスに対して
（潜在的であれ，百貨店の組織参加者である）顧客が能動的に思考し，自ら欲求と価値を実現し
ようとする程度③を表す。
　このフレームワークにおいて，もっとも望ましい顧客は，一体化度指数が高く無関心度指数が
低いタイプ3の「積極的ロイヤルティ顧客」であり，1－IChartにおける「活性化されたメンバー」
に相当する。このようなタイプの顧客は，（購買プロセスや情報獲得プロセスにおける）百貨店
組織や個別従業員との非常に強い正のインタラクティブな関係を形成し，自ら欲求と価値を能動
的に実現しようとするため，サービスの流れと再組織化に参加する。すなわち，サービスの生産
と消費の両面に顧客が二重にコミットするのである。また，無関心度指数が高いため，商品やサー
ビスに関する豊かな情報と知識を有する可能性が高く，百貨店にとってこのタイプの顧客はサー
ビスの改善や革新の源泉になりうる。さらに，高い一体感度指数を有するため，当該百貨店固有
の観点に立脚したサービスの改善や革新の源泉にもなりうるのである。
　一方，一体化度指数も無関心度指数も高い顧客は，百貨店や従業員が提案するサービスの内容
に関して（相対的に）無関心にそれを受け入れる。「消極的ロイヤルティ顧客」は，百貨店に対
する一体化度が高いものの，コミュニケーション過程においては受動的スタンスをとるタイプで
ある。さらに，このような類型の中で，無関心度がより高くなると，サービス内容やコミュニケー
ションの内容を無意識的に受け入れる「慣性型購買顧客」になってしまい，消費活動においてイ
ンタラクティブなコミュニケーションのプロセスは排除され，購買行為のみに集中することにな
る。
　購買行動の側面からみると，タイプ1とタイプ3の両方も「リピーター」である共通点を有す
る。しかし，正のインタラクティブな関係の形成といった観点からみると，その強度の順序は
「積極的ロイヤルティ顧客」・「消極的ロイヤルティ顧客」・「慣性型購買顧客」であることがわか
る。また，タイプ1においてのコミュニケーションの特性は，タイプ3に比べ，操作的・誘導的
性質を有することになる。
　また，一体化度指数が低く無関心度指数が高いタイプ2は，特定の百貨店を好むわけではなく，
（購買行動や情報探索を通した）自己の欲求や価値実現に対する能動性も低いため，言い換えれ
（3）類似した概念として関与度（Level　of　Involvement）があげられる。関与度は，人間の自我を反映
　　する欲求と価値の形態に内在された動機の相対的強度を示す。購買行動における関与度は，特定の対象
　　（製品やサービス）が自己の欲求と価値目標を満足すると認識される際，極大化される。また，ある状
　　況の下での刺激によって，関与度は変化することになる。
　　　しかし，関与度の概念は，行動より認知的構造に焦点を当てており，あくまでも顧客をマーケティン
　　グの対象（客体）としてとらえるため，関与水準の変化をもたらす操作的・説得的コミュニケーション
　　を重視する。関与度の多様な定義と議論に関しては，清水（2000）を参照せよ。
　　　一方，本研究のように，顧客を「潜在的組織参加者」としてとらえる場合，（組織とのインタラクティ
　　ブな関係での）自己価値実現のための認知的・行動的側面の両方を包括する観点が重要になり，コミュ
　　ニケーション過程も操作性をこえる性質を有する。
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ば，百貨店選択の偶然性と消費目的の漠然性を有する顧客として特徴づけられるため，固定的顧
客ではなく，様々な百貨店に場当たり的訪問を繰り返す「非固定型」になる。その類型の中で，
従業員による操作的・誘導的コミュニケーションの効果が発揮されれば，一時的に無関心度指数
が低くなるため，「衝動購買型顧客」になる可能性が高い。
　これに対して，一体化度指数と無関心度指数の両方が低いタイプは，当該百貨店を好まない上
に，無関心度指数が低いため，必ず獲得したい商品やサービスが特定百貨店だけしか得られない，
もしくは俊敏に獲得したい商品やサービスが近くにその百貨店しかないとしてもそれを受け入れ
ることができない場合，「関与否定型顧客」になる。しかし，極端に一体化度指数が低く，上記
の理由でやむを得ずに利用する場合，攻撃的行動をとる「クレーマー」になる可能性が高い。す
なわち，非常に強い負のインタラクティブな関係の形成につがなるのである。また，無関心度指
数が低いため，タイプ3のように商品やサービスに関する豊かな情報と知識を有する可能性が高
く，負の性質を有するものの，コミュニケーション過程は（百貨店もしくは従業員による）操作
的・誘導的性質をこえた性格を有することになる。さらに，獲得したい商品やサービスが特定百
貨店だけしか得られなく，それが連続購買の性格（食料品やブランド価値が高い日常雑貨）を有
する場合，「クレーマー的リピーター」になる可能性を排除することはできなく，今後検討すべ
き興味深い課題であろう。
　以上のように，提案フレームワークでは，百貨店における顧客を「潜在的組織参加者」として
とらえ，その類型を分類した上で，同類型の中でも微妙な差異が存在することを指摘した。また，
既存研究がリピーターの範囲をタイプ3（積極的ロイヤルティ顧客）に限定し，その正の役割や
正のインタラクティブな関係に主眼を置いてきたことに対して，リピーターの類型と範囲はより
多岐にわたりうるという視点，さらに，こういったことから必ずしも正の役割や正のインタラク
ティブな関係が形成されるとは言い切れないという視点を新たに提示した。こうした本研究での
分析視座と提案フレームワークにより，とりわけ百貨店と顧客の関係，さらに小売店と顧客の関
係に関する新たな示唆を与えることが可能になったのではないかと思われる。
7．おわりに
　本研究では，百貨店と顧客との関係に注目し，その業態的特性とサービス特性を論じることに
より，百貨店における顧客を，安藤（2000）のいう「潜在的組織参加者」として位置づけた。そ
れを通して，組織活性化の議論を基礎にする論理展開が可能になり，高橋（1993）の1－IChart
の枠組みに基づき，一体化度指数と無関心度指数の二面から顧客を類型化する「百貨店における
顧客分類フレームワーク」を提案した。このような提案フレームワークによって，百貨店におけ
る顧客を，①積極的ロイヤルティ顧客，②消極的ロイヤルティ顧客と慣性型購買顧客，③非固定
型顧客と衝動購買型顧客，④関与否定型顧客とクレーマー，に分類し，同類型の中での微妙な差
異の存在を指摘した。
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　さらに，既存研究がリピーターの範囲を「積極的ロイヤルティ顧客」に限定し，その正の役割
や，小売や企業との正のインタラクティブな関係に主眼を置いてきたことに対して，リピーター
の類型と範囲はより多岐にわたりうるという視点と，そういったことから必ずしも正の役割や正
のインタラクティブな関係が形成されるとは言い切れないという視点を新たに提示した。こうし
た本研究での分析視座と提案フレームワークにより，とりわけ百貨店と顧客の関係，さらに小売
店と顧客の関係に関する新たな示唆を与えることが可能になったのではないかと思われる。
付　記
　本研究は，文部科学省オープンリサーチセンター整備事業「クォリティ志向型人材育成とスマートビジ
ネス・コラボレーションー経営品質科学に関する研究一」の一環として行われたものである。
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